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平成 27年 12月 16日 

内閣府公共サービス改革推進室 

平成 27年度の対象事業選定と今後の進め方等 

１．府省等による自主的選定 （別紙１） 

「公共サービス改革基本方針」（平成 27年７月 10日閣議決定）を踏まえ、各府省等に公

共サービス改革法に基づく対象事業として官民競争入札等の導入を求めたところ、自主的に

選定された事業はなかった（８月下旬時点）が、その後、基本方針を踏まえた選定方針「平

成 27年度 事業選定方針及びプロセスについて」（平成 27年９月 24日官民競争入札等監理

委員会了承）に基づき、候補となる事業を列挙し、再度、官民競争入札等の導入を求めたと

ころ、行政事業レビューにおいて問題等を指摘されたものなど、４事業が自主的に選定さ

れた。（その他、昨年度、法第７条に基づき民間事業者から出された意見に基づき、官民競

争入札等の導入を求めた事業等、２事業が自主的に選定） 

区    分 事業数 事業費 

昨年度、改善を求めた事業のうち、一者応札となっているもの ２事業 416.2億円 

行政事業レビューにおいて問題等を指摘された事業のうち、一者応札となっている
もの 

２事業 1.6億円 

民間事業者からの意見に基づく事業 １事業 2.7億円 

その他 １事業 0.9億円 

計 ６事業 421.4億円 

２．ヒアリング対象事業 

（１）市場化テスト対象事業の選定に係るヒアリング（別紙２） 

今年度の公開ヒアリングの対象は、昨年度に官民競争入札等監理委員会（以下「監理委

員会」という。）が改善を要請した事業 から、①自らの努力だけでは一者応札等が改善さ

れないと思われるもの、②民間競争入札の導入により競争性等の改善が見込まれるものな

どの観点から候補を抽出し、公物管理等分科会及び施設・研修等分科会で選定されたもの

について、監理委員会での了承を経て、各府省等に通知する。 

〈ヒアリング対象（予定）〉 

公物管理等分科会 

施設・研修等分科会 

合    計 

５事業 

１事業 

６事業 

【約 4.5億円】 

【約 1.3億円】 

【約 5.8億円】 

（２）法第７条に基づく民間事業者等からの意見募集に係るヒアリング 

平成 27 年８月 25 日から９月 18 日までの間に実施した、市場化テストの対象にすべき
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事業等に関する意見募集において提出された意見（統計調査関係）の取扱いについては、

今後、監理委員会において統計調査に係る外部委託の状況や入札資料を確認の上、競争性

等に課題を有する事業について、必要に応じて施設・研修等分科会で公開ヒアリングを実

施する。 

 

《ヒアリングの進め方》 

ヒアリングは、例年同様に永田町合同庁舎会議室で開催し、傍聴席を設け、資料、議事

録等を公開することを原則とする（資料、議事録等は内閣府公共サービス改革推進室のウ

ェブサイトにおいて公開。）。 

 

出席者は、下記を原則とする。 

監理委員会・内閣府 対象事業の担当府省等 

監理委員会・分科会委員 

事務局長、参事官 

対象事業を所管する部局の局長級（独法は理

事）、課長（独法は部長） 

各府省の公共サービス改革担当部局の課長 

 

ヒアリングの具体的な進め方は案件毎に定める。ヒアリングでは、基本的に対象事業に

ついて官民競争入札等の導入を求めることとし、導入できない理由に合理性が認められな

い場合には、審議結果として「当該事業について、官民競争入札等の対象事業とすること

について検討を行う」旨を監理委員会が勧告することを検討する。 

その場合、後日、勧告に基づき講じた措置を分科会においてヒアリングを行うこととし、

事業選定に複数年の調整を要する場合は、「民間競争入札の対象とすることも視野に入れ、

検討を行い平成 28 年度中に結論を得る」等を公共サービス改革基本方針に記載すること

とする。 

 

３．競争性等に問題があるため改善を要請する事業（来年度以降のヒアリング対象事業候補） 

①行政事業レビューにおいて外部有識者及び行政事業レビュー推進チームから競争性等

に関する指摘を受けた事業のうち、一者応札など特に競争性に問題が確認される事業・契約、

②昨年度、改善を要請した事業のうち、引き続き各府省等において自主的な取組を促すべき

事業・契約を抽出し、公物管理等分科会及び施設・研修等分科会において選定されたものに

ついて、監理委員会での了承を経て、各府省等に通知する（別紙３）。 

これらの事業については、来年度以降のヒアリング候補としてこれを公表するとともに、

各府省等に対し改善 ※を要請し、来年度、各府省等による取組によっても改善がなされなか

った場合（特に取組が十分でない場合）には、事業規模も勘案しヒアリングを実施するなど、

自主的な選定を促す。 

 ※入札スケジュール・入札参加資格の見直し、情報開示の充実等 
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【来年度以降のヒアリング対象事業の候補】 

公物管理等分科会 

施設・研修等分科会 

合計  

40事業 

46事業 

86事業 

（約 122億円） 

（約 237億円） 

（約 359億円） 

 

なお、これまで３回以上、改善を要請したものの、競争性等が改善されていない事業につ

いては、各府省等が民間事業者等へのヒアリングを実施するなど、十分な市場調査を実施し

ていることを前提として、次期調達の結果を確認した上で、内閣府公共サービス改革推進室

のウェブサイトに事業概要等と併せて改めて公表することにより、民間事業者からの要望等

を把握することとする。（平成 27年度は 18事業を公表） 

 

４．業務フロー・コスト分析に係る新たな対象事業  （別紙４） 

平成 28年１月以降の分析対象事業については、引き続き分析を行う２事業に加え、新たに

分析を行う１事業を含めた計３事業の実施を予定している。 

○ 平成 27年度に引き続き、分析を実施する事業 ２事業 

○ 平成 28年１月以降、新たに分析を実施する事業 １事業 

○ 中長期的に分析の実施を検討する事業 ３事業 
 

※その他、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）に基

づく自主的な業務改善の一環として、４独立行政法人において分析を実施予定。 

 

５．特殊法人が実施する事業  

昨年度、再点検を要請した４法人の事業についてフォローアップを実施した結果、以下の

対応・方向性を確認した。 

１） 競争入札を実施している事業に関する取組 

① 指名競争入札を実施していた案件について、一般競争入札（総合評価落札方式）を

導入した結果を踏まえ、当該方式の拡大 

② 仕様書への作業実績に関する情報の追加 

③ 入札公告の前倒し、外部有識者による仕様書等の審査期間の延長 

④ 「施設の管理・運営業務に関する民間競争入札実施要項 標準例」（当室公表）を参

考にした仕様書の作成 

⑤ 民間事業者からの聞き取りを踏まえた業務範囲の見直し 

⑥ 入札参加資格における地域要件等の緩和、入札公告時の掲載資料の追加 

※その他、仕様・契約条件を再点検し、競争性の確保が困難な要因（プログラム著作

権）を確認の上、随意契約へ移行した案件も見られた。 

２） 随意契約を実施している事業に関する取組 

① 一部業務を分離し、一般競争入札を実施 

② 支出先への支払を抑制するための取組（要員数、給与の精査） 

 

監理委員会としては、競争入札を実施している事業に関する調達改善の取組について、引
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き続きフォローアップを行う必要があることから、その対象を通知する（別紙５）。 

 

６．国立大学法人の施設管理業務 （別紙６） 

  国立大学法人の施設管理業務について、過去のヒアリング結果を基に、一部の契約に係る

入札資料を確認したところ、入札スケジュールや入札参加資格要件の緩和といった面で改善

の余地が確認されたことから、個別にフォローアップするとともに、今回指摘のなかった国

立大学法人へもその内容等を展開の上、調達改善を促進することとした。 

 

７．今後のスケジュール（案） 

平成 27年 

 

   28年 

 

12月中 

（目途） 

２月～３月 

 

 

７月頃 

各府省等に対してヒアリング対象及び改善要請する事業を通知 

 

事業選定に係る公開ヒアリング 

（公物管理等分科会、施設・研修等分科会） 

※民間事業者等からの意見募集に係るヒアリングは、３月以降 

基本方針閣議決定 
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2,229 

1,824 24 
704 

41,627 

581 

32,951 

 【参考資料】 

 １）昨年度、改善を要請した事業のフォローアップ結果 

昨年度、改善を要請した 121事業についてのフォローアップの結果は以下のとおり。 

①  競争性改善 25 事業、競争性のない随意契約に移行５事業、事業規模縮小１事業、

事業廃止等 13事業及び自主的選定２事業となっており、合計 46事業（約 38％）で

一定程度の改善が図られている 

②  今年度ヒアリング対象６事業（約５％）及び改善要請（平成 28年度以降ヒアリン

グ対象候補）69事業（57％）となっている 

 

【事業数（件）】 

 

 

【事業費（百万円）】 

 

 

46事業（38％） 

競争性改善

随意契約に移行

事業規模縮小

事業廃止等

自主的選定

改善要請（平成28年度以降ヒアリング対象候補）

競争性改善

随意契約に移行

事業規模縮小

事業廃止等

自主的選定

改善要請（平成28年度以降ヒアリング対象候補）
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２）事業選定結果とりまとめ表 

 

公物 施設 計 公物 施設 計

15 10 25 1,418 811 2,229

競争性のない随意契約に移行 3 2 5 1,218 606 1,824

事業規模縮小 1 0 1 24 0 24

事業廃止等 11 2 13 641 62 704
0 2 2 0 41,627 41,627
5 1 6 450 131 581

33 36 69 11,606 21,346 32,951
68 53 121 15,358 64,581 79,939

競争性あり 12 8 20 1,089 1,111 2,200
継続性なし 19 5 24 1,261 293 1,554

事業規模が一定規模以下 8 7 15 368 257 625

高度の専門性あり 5 3 8 583 1,350 1,933
次期契約まで期間あり 1 5 6 306 396 702
補助事業等 0 0 0 0 0 0

1 1 2 132 30 161
0 0 0 0 0 0

7 10 17 628 2,328 2,956

53 39 92 4,367 5,765 10,131

121 92 213 19,725 70,346 90,071

公物 施設 計 公物 施設 計

1 3 4 132 41,656 41,788

5 1 6 450 131 581

40 46 86 12,234 23,674 35,907

様式番号 対応方針
事業数 事業費（百万円）

     　　　　　　 備        考

民間競争入札の対象として各府省等が自主的に選定

ヒアリング対象（今年度実施分） 今年度ヒアリングを実施するもの

改善要請（平成28年度以降ヒアリング対象） 競争性の課題が解消されていないもの（今年度ヒアリング対象を除く）

小　　　　　計

様式１

（1２１事業フォロー

アップ）

競争性改善
複数応札、受注者の変更、落札率の大幅な低下等、改善が見受けら

れた事業

リスト除外

事業の特殊性等から競争性のない随意契約に移行した事業

事業規模が選定基準の30百万円以下となり、市場化テストの実施が

馴染まない事業

事業が廃止された又は廃止が予定されている事業

自主的選定

様式３－１、３－２

（競争性等の改善が

求められる事業等）

リスト除外

複数応札、落札率が９割以下である等、競争性が確認された事業

事業が廃止された又は廃止が予定されている事業

事業規模が選定基準の30百万円以下であり、市場化テストの実施が

馴染まない事業
特殊性等から特命随意契約等を行っている事業

既に複数年契約を実施しており、次期契約までに相当の期間があるもの

役務、請負等の契約によらず事業を実施しているもの

自主的選定 民間競争入札の対象として事業実施府省等が自主的に選定

ヒアリング対象（今年度実施分） 今年度ヒアリングを実施するもの

改善要請（平成28年度以降ヒアリング対象）
一者応札の継続など競争性に課題があり、民間競争入札を導入する

ことにより課題を解決することが期待される事業

小　　　　　計

ヒアリング対象（今年度実施分）

改善要請（平成28年度以降ヒアリング対象）

総　　　　計

総括整理表

　対応分類
事業数 事業費合計（百万円）

自主的選定
※このほか、業務フロー・コスト分析の対象候補の選定・調整過程におい

て「通訳案内士試験事業」（国土交通省）が、施設研修等分科会ヒアリン

グを経て、「東京医療センターの施設・管理業務」（国立病院機構）が自主
選定されている。
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３）選定件数及び次年度に向けて改善を要請した事業の推移 

 

 

※ （括弧）内は、契約件数 

※ 平成 23年度以降のグラフは、契約件数を表現している（業務フロー・コスト分析を除く） 

 

 



自主的選定事業一覧

27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

1 3-2 4 公物 復興庁 国
東日本大震災に係る海洋環境モ
ニタリング調査における試料採
取等

一般競争入札（総合
評価落札方式）

132

2 3-2 63 施設 国土交通省 国
東京国際空港施設保全関係支
援業務委託

一般競争入札（総合
評価落札方式）

30

3 1-1 77 施設 経済産業省
（独）石油天然ガ
ス・金属鉱物資源
機構

国家石油備蓄基地操業委託
（全国10か所）

一般競争入札（総合
評価落札方式）　等

41,590

4 - 92 施設 国土交通省
（独）自動車事故対
策機構

インターネット適性診断システ
ム(ナスバネット)の保守

一般競争入札（最低
価格落札方式）

37

5 - - 施設 厚生労働省 （独）国立病院機構
東京医療センター施設管理
業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

274

6 - - 施設 国土交通省
（独）国際観光振興
機構

通訳案内士試験事業
一般競争入札（総合
評価落札方式）

87

合計 事業 42,148

公物管理等分科会対象事業 1 事業 132
施設・研修等分科会対象事業 5 事業 42,017

対象事業名 契約方式（27年度）
事業規模（26年度）

（単位：百万円）
備考

6

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分

別紙１



今年度ヒアリング対象事業一覧

27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

1 1-1 67 公物 厚生労働省 国 若者自立支援中央センター事業
一般競争入札（最低
価格落札方式）

48

2 1-1 68 公物 厚生労働省 国 福祉用具臨床的評価事業 随意契約（企画競争） 35

3 1-1 69 公物 厚生労働省 国
福祉用具・介護ロボット実用化支
援事業

随意契約（企画競争） 83

4 1-1 71 公物 厚生労働省 国
教育訓練講座受講環境整備事
業（指定申請に係る調査等）

一般競争入札（最低
価格落札方式）

115

5 1-1 72 施設 厚生労働省 （独）福祉医療機構
退職手当共済業務処理システム
のホスティングと運用保守業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

131
照会中の事項への回答を確認し
た後、ヒアリング対象とするか最
終的に判断する

6 1-1 86 公物 国土交通省 国
観光に関する地域経済や産業
の構造等に係る調査研究

随意契約（企画競争） 170

・契約等の形態は、26年度のも
の。
・次回調査の実施が確定した場
合にヒアリングを実施することと
する

合計 事業 581

5 事業 450
1 事業 131

事業規模（26年度）
（単位：百万円）

備考

6

公物管理等分科会対象事業
施設・研修等分科会対象事業

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分 対象事業名 契約方式（27年度）

別紙２



来年度以降のヒアリング対象事業候補一覧（改善を要請する事業）　その１

27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

1 1-3 1 公物 内閣府 国 景気ウォッチャー調査
一般競争入札（最低
価格落札方式）

98

2 1-1 3 公物 内閣府 国
「青年社会活動コアリーダー育
成プログラム」に関する支援業
務

随意契約（公募） 77

3 1-3 4 施設 総務省 国
総合無線局監理システムの運
用技術支援等の請負

一般競争入札（最低
価格落札方式）

477

4 3-2 8 公物 総務省 国
諸外国における通信・放送・電
波利用情報の収集・分析・公開
事務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

49

5 1-1 5 施設 法務省 国
登記情報システムの運用支援
業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

2,025

6 1-1 6 施設 法務省 国
電子認証システムに係る運用・
保守業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

164

7 1-3 7 施設 法務省 国
登記情報システムの業務アプリ
ケーション保守業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

1,395

8 1-1 8 施設 法務省 国
検察総合情報管理システム業
務アプリケーション保守

一般競争入札（総合
評価落札方式）

315

9 3-2 10 施設 外務省 国
日・インドネシア経済連携に基づ
く外国人看護師・介護福祉士候
補者に対する日本語研修事業

一般競争入札（総合
評価落札方式）

141

10 1-1 10 施設 外務省
（独）国際協力機
構

日本人材開発センター事業に係
る国内支援業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

35

11 1-1 11 施設 財務省 国
国有財産総合情報管理システ
ムの運用業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

307

12 1-1 12 施設 財務省 国
国有財産総合情報管理システ
ムの保守業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

239

13 3-2 11 施設 財務省 国
予算編成支援システムの維持
管理業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

1,333

14 1-1 20 公物 文部科学省 国
長周期地震動ハザードマップ作
成等支援事業

一般競争入札（総合
評価落札方式）

39

15 1-3 21 公物 文部科学省 国
世界トップレベル研究拠点形成
に係る調査分析業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

166

16 1-3 22 公物 文部科学省 国 マルチサポート事業
一般競争入札（総合
評価落札方式）

1,348

17 3-2 29 施設 文部科学省 国
特別史跡平城宮跡及び藤原宮
跡地内警備業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

95

18 1-3 23 施設 文部科学省
（独）日本スポーツ
振興センター

totoくじ販売に関する広報宣伝
業務

随意契約（企画競争） 4,606
来年度のヒアリング
に向けて調整を実施

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分 対象事業名 契約方式（27年度）

事業規模（26年度）
（単位：百万円）

備考

別紙３



27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分 対象事業名 契約方式（27年度）

事業規模（26年度）
（単位：百万円）

備考

19 3-2 28 公物 文部科学省
（独）日本スポーツ
振興センター

「体育の日」中央記念行事に関
する企画・運営・管理業務

随意契約（企画競争） 69

20 1-1 24 施設 文部科学省
（独）宇宙航空研
究開発機構

資産管理業務委託
一般競争入札（最低
価格落札方式）

102

21 1-1 25 施設 文部科学省
（独）宇宙航空研
究開発機構

風洞技術開発センター風洞運用
業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

203

22 1-1 26 施設 文部科学省
（独）宇宙航空研
究開発機構

環境試験設備等の維持管理
一般競争入札（最低
価格落札方式）

606

23 1-1 27 施設 文部科学省
（独）海洋研究開
発機構

国際海洋環境情報センター  海
洋科学技術理解増進など支援
業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

59

24 1-4 28 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

内部被ばく実験棟施設設備の運
転保守管理業務及び定期点検
業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

76 （注１）

25 1-4 29 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

重粒子医科学センター病院及び
分子イメージング関連施設にお
ける空調設備等運転保守管理
業務及び定期点検業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

170 （注１）

26 1-4 30 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

実験動物研究棟他機械設備等
運転保守管理業務及び定期点
検業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

79 （注１）

27 1-1 33 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

実験研究用に飼育されている霊
長類を用いた動物実験の支援
業務及び実験動物の飼育管理
業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

24

28 1-3 34 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

被ばく医療共同研究施設放射性
廃棄物処理設備の運転保守管
理業務請負

一般競争入札（最低
価格落札方式）

92

29 1-3 36 施設 文部科学省
（独）放射線医学
総合研究所

重粒子線棟及び新治療研究棟
機械設備運転保守管理業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

154

30 1-1 37 施設 文部科学省
（独）理化学研究
所

筑波研究所実験動物リソース事
業に必要なマウスの飼育等およ
び実験動物飼育施設における
ケージ等器具の洗浄・滅菌

一般競争入札（最低
価格落札方式）

81

31 1-1 38 施設 文部科学省
（独）理化学研究
所

筑波研究所バイオリソースセン
ターヒト疾患モデル開発研究棟
実験動物飼育管理業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

79

32 1-3 39 施設 文部科学省
（独）理化学研究
所

播磨研究所大型放射光施設（Ｓ
Pring-8）及び関連施設運転業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

3,780

33 1-3 40 施設 文部科学省
（独）理化学研究
所

【契約名】「大型放射光施設
（SPring-8）及び関連施設建屋・
設備等運転保守業務」のうち
SACLAに関する部分

一般競争入札（総合
評価落札方式）

120

34 1-1 44 施設 文部科学省
（独）防災科学技
術研究所

地震・火山観測データ伝送基盤
サービス

一般競争入札（最低
価格落札方式）

539

35 1-1 48 施設 文部科学省
（独）日本原子力
研究開発機構

中央変電所等運転保守業務請
負契約：１式

一般競争入札（最低
価格落札方式）

169

36 1-1 53 施設 文部科学省
（独）日本原子力
研究開発機構

ふげん設備の保守等業務
一般競争入札（最低
価格落札方式）

149

37 1-3 55 施設 文部科学省
（独）日本芸術文
化振興会

国立劇場及び国立能楽堂構内
清掃業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

87
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38 1-1 56 施設 文部科学省 放送大学学園
単位認定試験問題等の印刷製
造、仕分及び通信指導問題等の
印刷製造

一般競争入札（最低
価格落札方式）

80

39 1-1 58 施設 文部科学省 放送大学学園
放送大学学園スタジオにおける
テレビ番組等制作技術業務及び
設備保守管理業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

157

40 3-2 21 施設 文部科学省
国立研究開発法
人宇宙航空研究
開発機構

給与関連業務 随意契約（企画競争） 54

41 3-2 25 施設 文部科学省
国立研究開発法
人防災科学技術
研究所

J-SHISの運用・管理及び高度化
等支援業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

55

42 3-2 32 施設 厚生労働省 国

検討委員会運営・事業企画実
施・事業説明会の実施（歯科保
健医療サービスの効果実証事
業）

随意契約（企画競争） 65

43 3-2 50 公物 厚生労働省 国
職業能力評価基準等の作成、
活用普及促進

一般競争入札（最低
価格落札方式）

140

44 1-1 73 公物 農林水産省 国 放射能調査研究委託事業 随意契約（特命）　等 57

45 1-1 75 施設 経済産業省 国
特許庁システムインテグレーショ
ンサービス

一般競争入札（総合
評価落札方式）

4,471

46 1-1 79 公物 国土交通省 国
次世代大型車の新技術を活用し
た車両開発等に関する事業

一般競争入札（最低
価格落札方式）

234

47 1-1 84 公物 国土交通省 国

・自動車安全対策のマネジメント
サイクルの推進に係る調査
・衝突被害軽減ブレーキの実態
調査
・超小型モビリティの安全性に係
る調査
・電気自動車等に搭載された大
容量バッテリーの安全性確保に
関する調査等

一般競争入札（最低
価格落札方式）

99

48 1-1 85 公物 国土交通省 国

・ドライバ異常時対応システムに
関する調査
・前面衝突試験方法等の衝突安
全基準に係る調査
・ハイブリッド車等の静音性に関
する対策における基準化すべき
項目等の調査等

一般競争入札（最低
価格落札方式）

96

49 1-1 88 施設 国土交通省 国
GNSS（GEONET中央局等）の保
守・運用

一般競争入札（総合
評価落札方式）

119

50 1-1 91 公物 国土交通省 国 空港消防等業務請負
一般競争入札（最低
価格落札方式）

2,691

51 3-2 53 施設 国土交通省 国
測量用航空機「くにかぜⅢ」運
航・管理業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

91

52 3-2 54 施設 国土交通省 国
庄和排水機場等点検整備業務
（河川・ダムの維持管理事業）

一般競争入札（最低
価格落札方式）

243

53 3-2 55 施設 国土交通省 国
鬼怒統電気通信施設等点検業
務（河川・ダムの維持管理事業）

一般競争入札（総合
評価落札方式）

125

54 3-2 56 施設 国土交通省 国
河川管理施設等点検整備業務
（河川・ダムの維持管理事業）

一般競争入札（最低
価格落札方式）

126

55 1-3 96 公物 環境省 国
化学物質の人へのばく露量モニ
タリング調査

一般競争入札（総合
評価落札方式）

93
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56 1-1 102 公物 環境省 国
化審法リスク評価高度化検討調
査

一般競争入札（総合
評価落札方式）

54

57 1-1 103 公物 環境省 国
高病原性鳥インフルエンザウイ
ルス保有状況検査業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

39

58 1-1 104 公物 環境省 国
水生生物への影響が懸念される
有害物質情報収集等調査業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

39

59 1-1 105 公物 環境省 国
平成25年度地球温暖化関連基
礎情報整備解析等業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

86

60 1-1 106 公物 環境省 国
温室効果ガス排出量算定方法
に関する調査等業務（2012年イ
ンベントリ）

一般競争入札（総合
評価落札方式）

70

61 1-3 111 公物 環境省 国
二国間クレジット制度に係る案
件組成事業等の運営等委託業
務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

310

62 1-1 114 公物 環境省 国

国際的な地球温暖化対策にお
ける市場メカニズムの活用に関
する情報収集・提供事業委託業
務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

75

63 3-2 72 公物 環境省 国
中国をはじめとしたアジア地域
でのコベネフィット型大気汚染対
策促進委託業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

136

64 3-2 73 公物 環境省 国
PM2.5排出インベントリ及び発生
源プロファイル策定に係る検討
業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

91

65 3-2 75 公物 環境省 国
我が国循環産業の国際展開促
進に向けた実現可能性調査等
統括業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

53

66 3-2 84 公物 環境省 国
大気汚染物質曝露影響実測調
査業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

90

67 1-1 118 公物
原子力規
制委員会

国
原子力防災専門人材育成事業
委託費（環境放射能分析研修）
事業

随意契約（企画競争） 63 （注１）

68 1-1 119 公物
原子力規
制委員会

国
原子力施設等防災対策等委託
費（放射線監視結果収集調査）
事業

一般競争入札（総合
評価落札方式）

119 （注１）

合計 事業 29,767

27 事業 6,480
41 事業 23,287

一部、27年10月5日事務連絡時点の事業名と表記が異なる事業が含まれている。

（注１）次期調達においても競争性等の課題が改善されない場合には、事業実施府省等において民間事業者に対するヒアリングを実施するなど、
十分な市場調査を実施していることを前提として、以下の内容を内閣府ウェブサイトにおいて改めて公表して民間事業者からの意見を求め、
その結果を踏まえて取扱いを決定することとする事業（意見がない場合は次年度も公表（計２か年））。
　ａ）業務概要、契約状況の推移
　ｂ）これまでに講じた入札改善策
　ｃ）仕様書　等

68

公物管理等分科会対象事業
施設・研修等分科会対象事業



来年度以降のヒアリング対象事業候補一覧（改善を要請する事業）　その２
次期調達において競争性が改善されない場合に、事業の基礎情報や競争性改善のために行ってきたこれまでの取組等を内閣府公共サービス改革推進室
ウェブサイトに公表して民間事業者から意見を求め、その結果を踏まえて取扱いを決定することとしている事業
（27年度に続いて２年目の意見募集）

27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

1 1-4 13 公物 文部科学省 国
教科書デジタルデータ提供に関
する調査研究委託

一般競争入札（総合
評価落札方式）

57

2 1-4 14 公物 文部科学省 国
短編映画作品製作による若手映
画作家育成事業

随意契約（企画競争） 120

3 1-4 15 公物 文部科学省 国 映画スタッフ育成事業 随意契約（企画競争） 41

4 1-4 16 公物 文部科学省 国
若手アニメーター等人材育成事
業

随意契約（企画競争） 210

5 1-4 17 公物 文部科学省 国
「次代を担う子どもの文化芸術体
験事業」委託業務

随意契約（企画競争） 4,700

6 1-4 18 公物 文部科学省 国
無形文化遺産保護パートナー
シッププログラム

随意契約（企画競争） 51

7 1-4 31 施設 文部科学省
（独）放射線医学総
合研究所

放射線安全管理業務
一般競争入札（総合
評価落札方式）

214

8 1-4 32 施設 文部科学省
（独）放射線医学総
合研究所

実験動物飼育施設（げっ歯類関
係）の飼育器具の洗浄等及びア
イソレーターの維持管理業務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

63

9 1-4 45 施設 文部科学省
（独）防災科学技術
研究所

地下構造モデル作成等に関する
地震動予測地図作成支援業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

37

10 1-4 46 施設 文部科学省
（独）防災科学技術
研究所

地震リスク評価等支援業務
一般競争入札（最低
価格落札方式）

37

11 1-4 47 施設 文部科学省
（独）防災科学技術
研究所

全国地震動予測地図作成等支
援業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

37

12 1-4 59 公物 厚生労働省 国 ホームレス等就業支援事業 随意契約（公募） 153

13 1-4 60 公物 厚生労働省 国 ホームレス等就業支援事業 随意契約（公募） 128

14 1-4 61 公物 厚生労働省 国 ホームレス等就業支援事業 随意契約（公募） 53

15 1-4 62 公物 厚生労働省 国 ホームレス等就業支援事業 随意契約（公募） 43

備考
事業規模（26年度）

（単位：百万円）

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分 対象事業名 契約方式（27年度）



27年12月
公表

項番
該当
様式

項番

備考
事業規模（26年度）

（単位：百万円）

27年10月5日
事務連絡 分科

会名
府省名 国・独法区分 対象事業名 契約方式（27年度）

16 1-4 94 公物 環境省 国

温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度基盤整備事業（排出量
算定・報告・公表支援等）委託業
務

一般競争入札（総合
評価落札方式）

70

17 1-4 98 公物 環境省 国
化学物質の内分泌かく乱作用に
関する総合的調査・研究業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

63

18 1-4 99 公物 環境省 国

化学物質の内分泌かく乱作用に
関する日英・日米二国間協力及
びOECD等への国際協力推進に
係る業務

一般競争入札（最低
価格落札方式）

66

合計 事業 6,141

13 事業 5,754
5 事業 387

その１、その２　計

合計 事業 35,907

40 事業 12,234
46 事業 23,674

公物管理等分科会対象事業
施設・研修等分科会対象事業

86

施設・研修等分科会対象事業

18

公物管理等分科会対象事業



○　業務フロー・コスト分析対象事業一覧

１．平成27年度に引き続き、分析を実施する事業　（２事業）

通し番号 府省名 国・独法区分 事業等の名称 備考

1 防衛省
(独)駐留軍等労働者労務
管理機構

(独)駐留軍等労働者労務管理機構が実施して
いる業務

2 外務省 （独）国際協力機構
(独)国際協力機構の技術協力機材の在外調達
支援業務

２．平成28年１月以降、分析を実施する事業等   （３事業）

（１）既に選定されている事業（１事業）

通し番号 府省名 国・独法区分 事業等の名称 備考

1 厚生労働省
(独)高齢・障害・求職者雇
用支援機構

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構の「生涯現
役社会の実現」啓発事業

（２）引き続き調整を行う事業（２事業）

通し番号 府省名 国・独法区分 事業等の名称 備考

1 厚生労働省
（独）地域医療機能推進
機構

（独）地域医療機能推進機構の管理部門のスリ
ム化

2 国土交通省 （独）水資源機構 （独）水資源機構の維持管理業務等

通し番号 府省名 国・独法区分 事業等の名称 備考

1 厚生労働省
（独）労働政策研究・研修
機構

旅費事務

2 農林水産省
（独）農林水産消費安全
技術センター

旅費事務

3 農林水産省 （独）農畜産業振興機構 給与事務

4 経済産業省
（独）新エネルギー・産業
技術総合開発機構

関連公益法人等調査

４．中長期的に分析の実施を検討する事業　（３事業）

通し番号 府省名 国・独法区分 事業等の名称 備考

1 厚生労働省 国 労災診療費審査業務
「労災レセプト電算処
理システム」安定稼働
後、検討

2 法務省 国 刑事施設関連業務、刑事施設の運営業務
法務省による被収容
者の性質等の検討状
況を踏まえ検討

3 文部科学省 (独)理化学研究所
（独）理化学研究所の事務部門の
組織体制及び業務の改善

事務情報基盤システ
ム導入後、検討

３．「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、自主的に分析に取り組まれる事
業　（４事業）

別紙４



○ 特殊法人が実施する事業のうち、引き続きフォローアップを行う事項等 

法人名 事業分類 引き続きフォローアップを行う事項等 

日本放送協会 指名競争入札を実施してい

る、又はしていた業務 

 

 

 

 ＮＨＫ放送センターの清掃等作業について、昨年度実施した一部業務の一般競争入札（総

合評価落札方式）の結果等を踏まえ、残る業務への対応状況について、引き続き監理委員会

がフォローアップを行う。 

また、指名競争入札を実施している「放送センター外構警備業務」及び「放送センター郵

便物等の仕分け送達作業」については、一般競争入札（総合評価落札方式）の実施に向けた

検討状況について、引き続き監理委員会がフォローアップを行う。 

日本年金機構 一般競争入札を実施している

業務 

「年金給付システムに係る電子計算組織運用業務（オペレーション業務）一式」及び「基

礎年金番号管理システム・サーバシステムに係る電子計算組織運用業務（オペレーション業

務）一式」について、昨年度実施した入札結果等を踏まえ、引継期間の確保など、次期調達

に向けた更なる改善の取組状況について、引き続き監理委員会がフォローアップを行う。 

また、「建物等総合管理業務委託（本部）一式」については、昨年度取り組むとした事項

について確認した結果、十分な対応がなされているとは言い難いことから、その是正を促す

とともに、今年度実施する入札結果を検証するため、引き続き監理委員会がフォローアップ

を行う。 

日本中央競馬会 一般競争入札を実施している

業務 

 

以下の業務について、昨年度実施した入札結果等を踏まえ、情報開示の充実など、次期調

達に向けた更なる改善の取組状況について、引き続き監理委員会がフォローアップを行う。 

・ウインズファンエリア及び周辺道路等清掃業務 

・ウインズ等交通警備業務 

・競馬場インフォメーション業務 

 
※放送大学学園の「通信指導問題・単位認定試験問題作成実施支援委託業務」については、業務に必要なシステムのプログラム著作権の所在を踏ま

え、随意契約へ移行。その他の２事業については、別紙３の「改善要請事業」の中で引き続きフォローアップ。 

別紙５ 



○ 国立大学法人が実施する事業のうち、引き続きフォローアップを行う事項等 

国立大学法人名 業務名 引き続きフォローアップを行う事項等 

東京大学  

 

東京大学が講じる改善の取組の結果を検証するため、引き続き、監理委員会が引き続きフォ

ローアップを行う。 

・東京大学本部棟他管理業務 

一式 

・東京大学本郷地区キャンパ 

ス他建築設備保全業務 

・東京大学インターナショナ 

ル・ロッジ管理業務 

・東京大学駒場Ⅰキャンパス 

保全業務 

 

 

 

１） 相当数の従事者を確保する必要がある業務にもかかわらず、入札公告から入札書及び競

争参加資格確認書類提出までの期間が短い契約があることから、入札公告の時期を前倒

しするなどして、入札公告から入札書の受領期限までの期間を十分に確保することを求

める。 

２） 開札から事業開始までの期間が５日程度（駒場）、半月程度（本部棟等）となっている

契約が散見され、事業者が交代した場合に十分な引継ぎ期間を確保できていないことを

懸念する。入札公告の時期を前倒しするなどして、十分な引継ぎ期間を確保するよう検

討されたい。 

３） 単年度契約している業務については複数年化について検討を求める。 

４） 履行できることを証明できることを証明する書類として、様々な実績要件を求めている

が、できる範囲で緩和し、多くの応札者が見込めるよう検討を求める。 

・東京大学医学部附属病院管 

理・研究棟等清掃業務 

・東京大学医学部附属病院入 

院棟Ａ等清掃業務 

・東京大学医科学研究所附属 

病院清掃業務 

１）履行できることを証明できることを証明する書類として、様々な実績要件を求めている 

が、できる範囲で緩和し、多くの応札者が見込めるよう検討を求める。 

別紙６ 



国立大学法人名 業務名 引き続きフォローアップを行う事項等 

東京医科歯科大学 東京医科歯科大学湯島地区構 

内警備業務及び附属病院時間 

外業務 

 

東京医科歯科大学が講じる改善の取組の結果を検証するため、引き続き、監理委員会が引き

続きフォローアップを行う。 

１）相当数の従事者を確保する必要がある業務にもかかわらず、見積公告から見積書及び履

行確認書類提出までの期間が短いことから、公告の時期を前倒しするなどして、期間を

十分に確保することを求める。 

２）単年度契約している契約については複数年化について検討を求める。 

３）履行できることを証明できることを証明する書類として、様々な実績要件を求めている 

が、できる範囲で緩和し、多くの応札者が見込めるよう検討を求める。 

東京工業大学 東京工業大学大岡山地区建物 

共有面清掃 

東京工業大学が講じる改善の取組の結果を検証するため、引き続き、監理委員会が引き続き

フォローアップを行う。 

１）開札から事業開始までの期間が現状半月程度となっており、事業者が交代した場合に十

分な引継ぎ期間を確保できていないことを懸念する。入札公告の時期を前倒しするなど

して、十分な引継ぎ期間を確保するよう検討されたい。 

２）履行できることを証明できることを証明する書類として、様々な実績要件を求めている 

が、できる範囲で緩和し、多くの応札者が見込めるよう検討を求める。 

３）同様の業務が多く存在するにもかかわらず、部局ごとに仕様が異なっており、応札事業

者が総業務量を把握しにくい状況にあるものと思料されることから、仕様書の内容につ

いて検討を開始されたい。 

 



選定方針に基づく検討
（公共サービス改革推進室との調整）

法4条に基づく自主的選定

監理委員会（分科会）
ヒアリング

公共サービス改革基本方針（閣議決定）公
共
サ
ー
ビ
ス
改
革
法
７
条
に
基
づ
く

民
間
事
業
者
か
ら
の
情
報
公
表
要
請
、

公
表
等
を
踏
ま
え
た
民
間
参
入
等
の
意
見
募
集

（
７
月
～
９
月
）

監理委員会（選定方針の決定）

*選定がない場合
監理委員会（分科会）再ヒアリング

*選定がない場合
今後の取扱いを決定（勧告等）

監理委員会、内閣府公共サービス改革推進室 行政機関等

平成27年７月10日

９月24日

平成28年１月下旬～３月

３月～４月

４月以降

監理委員会における審議
公共サービス改革基本方針・別表（閣議決定）

監理委員会（分科会）

８月下旬締切

６月以降

ヒアリングの準備
（市場化テストの導入を再検討）

10月～11月

民間等

再ヒアリングを踏まえ各府省等より選定

ヒアリングを踏まえ各府省等より選定

・基本方針を踏まえ、事業選定方針素案を監理委員会に提
示（７月27日）

・施設・研修等分科会、公物管理等分科会において、具体
的な選定方針を審議（9月８日）

選定

選定

選定

選定

改善要請対象の選定

ヒアリング対象の選定

自主的な改善を実施
改善を要請

12月７日、９日 分科会、16日 監理委員会

平成27年度 事業選定プロセス（案）

自主的な改善を実施
改善を要請

12月～１月

過
去
に
改
善
の
要
請
を
行
っ
た
も
の
の
、

競
争
性
等
が
改
善
さ
れ
な
い
事
業
に
係
る

民
間
事
業
者
か
ら
の
意
見
募
集
（
11
月
）

選定

業務フロー・コスト分析対象の選定

特
段
の
意
見
が
あ
れ
ば
、
民
間
事
業
者

と
の
意
見
交
換
を
行
い
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
対

象
と
す
る
か
検
討
。

仕
様
書
や
こ
れ
ま
で
の
入
札
改
善
の

取
組
等
を
明
示
し
た
上
で
、
２
ヶ
年

連
続
で
意
見
が
無
い
場
合
、
改
善
要

請
対
象
か
ら
除
外
。
特
段
の
意
見
が

あ
っ
た
場
合
は
ヒ
ア
リ
ン
グ
。

（参考）

http://www.cao.go.jp/index.html
http://www.cao.go.jp/index.html



